区分所有住宅の管理の限界-フランス法における不動産のdestination概念とその機能- by 上井,長久
個 人 研
?
　　　　区分所有住宅の管理の限界
　　フランス法における不動産のdestination
概念とその機能
上　井　長　久
　Les　limites　de　l’administration　des
　immeubles　en　copropri6t6
　　1a　notion　et　le　r61e　de　le　destination
de　I’immeuble　en　droit　frangais
Takehisa　UEI
　1．　はじめに
　集合住宅も戸建住宅と同様にその建設・分譲後，相当
長年月がたつと，あるいは，住宅自体の老朽化，住宅の
諸施設・設備の老朽化，旧式化およびその不備の顕在
化，住宅の外的環境など立地条件の変容ないが生じ（客
観的・物質的変化），あるいは，区分所有老が住宅に対
していだいていた当初の意図の推移，家族員数の増加に
ともなう住宅の手狭さ，およびその逆の現象などの解消
の要望などが生じてくる（主観的・知的変化）。特に，
中高層の区分所有住宅においては，住宅の物理的固定
性・大規模性などから，それらの変化に対応させること
が比較的に容易でないことも多いし，さらに，区分所有
者が多数にのぼり，各社会的階層の人々がそこに居住す
ることとなり，それらの者の間で客観的変化に対する評
価，およびその変化に対処するに必要な措置についても
意見が分かれ，また，客観的変化なども影響して区分所
有者の当初の意図とは違った思惑・期待が住宅に寄せら
れ，かつ，その思惑期待がまちまちになることも起りう
る。このような場合，区分所有者としては，住宅の転売
または建替えによって，元の住宅から逃避することもで
きるが，それを望まないとか，または，それに至らない
場合には，元の住宅に留まって他の区分所有者と協議し
意見調整して，住宅の改良変更工事による物的諸条件の
改善，または，規約改正による従来の用途制限条項の改
変など知的諸条件の改善を果す以外には，種々の変化に
対応する方法がない。
　ところで，このような他の区分所有者との意見調整に
よる一定の工事等の実施は，周知のとおり，少数者の横
暴を除去し住宅の管理の円滑化をはかるために，先の区
分所有法の改正によって　（昭和58年法51号），必ずしも
全員一致を得る必要性がなくなり，多数決による集会の
決議ですべて決めることができるようになった（同法17
条，31条等）。しかし，どのような内容程度の工事等で
も，多数決による集会の決議があれば，それに反対の少
数の区分所有者を押し退けて実施できるのであろうか。
疑問が残る。一方では，豪華ないし贅沢な，もしくは最
先端をゆく工事もあれば，他方でes　，一般水準以下の工
事もある。また，それを規約改正についてみれぽ，従来
の規約条項が住宅の経年変化にともない将来において，
または，新らたになされた改正条項が著しく区分所有者
の権利を侵害することもある。このような場合には少数
の区分所有者も保護される理由があろう。結局，多数決
主義による管理にも，おのずから限界というものがある
ように思われる。
　多数決主義による管理の限界線上に存する上記のよう
な問題を検討するについて，有力な材料を提供している
のが，destinatiQn　de　1’immeuble（不動産の用途）概
念であり，それをめぐるフランスの経験である。周知の
ようにフランスにおいては，百年以上も経た集合住宅が
依然として存在するD。一方では，古い住宅の建替えが
徐々に進行しているが，他方では，幾度となく改良変更
工事等を重ねて，あたかも宝のようにして古い住宅を維
持してぎている。フランスにおけるこれまでの集合住宅
をめぐる種々の実績は，わが国の問題を解決する上でも
充分に参考になるであろう。
　2．　destination　de　l’mmeuble
　（1）沿革
　destination　de　1’mmeubleの概念は，区分的共同所
について定める現行1965年7月10日法においては，後述
のように少くとも6ケ条にわたって用いられており，本
法の重要な原理の一つと考えられている。
　もともと，destinationという観念は，民法典（1804
年法）上，賃借物のdestinationに従った使用（仏民
1728条1項）などとして用いているし2），区分的共同所
有法においても，古い判例の中でも3），または，前回の
改正法たる1938年6月28日法の6条1項により，「反対
の合意がない場合には，区分的共同所有者（copropri6－
taire）のそれぞれは，分割された部分の享有のために，
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共用部分をそのdestinationに従って，ただし．他の所
有者の権利を妨げることなしに，自由に使用することが
できるなどとして用いられていた。しかし，個人的権利
と団体的権利（droits　individuels　et　collectifs）との関
係でそれぞれの権利の範囲ないし限界を画するために，
destination　de　1’immeubleの概念を一般的基準として
用いることは，現行法に至るまでは少くとも立法上なか
った。その目的で同概念を一般的に活用すべきことを提
唱したのは，M．　Chevallierである4）。同教授は，1938
年法の注釈において，単にその6条にとどめるだけでは
満足せず，同概念を随所に適用して区分的共同所有規定
の柔軟な解釈を試みた5）。例えば，区分的共同所有者
は，工事などにともなう，平均（水準）を越えた費用の
分担の不安にさらされるかという問題について，「調和
は可能である。大事なことは，団体的利益が個人的利益
を押しつぶしてはならないことである。組合（syndicat）
の権限は，一般に付与されている以上に大きいが，des－
tination　de　Pimmeubleを尊重することの必要性におい
て，常に限界がある。……不動産の状態（situation）
は，多かれ少かれ上品な，ないし人口の多い街区（quar・
tier），物の品質，アパルトマンの備品または設備，それ
に含まれる部屋数において，destination　de　Vimmeub！e
を決めるし，および，住居がもつべき快適さ（confort）
の基準または豪華さ（luxe）のそれも与えると説明され
る6）。その後，同概念は，1938年法の下において，判例
上，主に豪華な改変などの規制のために用いられていた
ようである7）。しかし，学説には，同概念は自由裁量的
で，不明確であるなどと批判的なものもあったようであ
る8）。
　②　機能
　　（i）個人的権利の保護と団体的権利の保護
　まず．「区分的共同所有規約（rさglement　de　copro－
priet6）は，区分的共同所有者の権利に対して，証書に，
不動産の性質または位置によって，明らかにされるよう
な不動産の用途から正当とされる制限以外に，いかなる
制限も課すことができない」（8条2項）。ここでの不動
産の用途概念は，主に，規約は不動産の用途の尊重を保
障するためでなけれぽ区分的共同所有者の権利を制限す
ることができないから，個人的権利の保護老たる役割を
果している9）。つぎに，区分的共同所有者は，「他の区
分的共同所有者の権利も不動産の用途も侵害しないこと
を条件として，専有部分および共同部分を自由に使用し
収益」しなけれぽならない（9条後段）。ここでは，そ
の用途概念は，主に，使用収益上の個人的権利の濫用を
防止している点で，団体的利益ないし権利を擁護するの
に役立っている。
　　（il）少数者の保護
　第一に，区分的共同所有者の総会（1’assembl6e　gen6・
rale）は，議決権の少くとも4分の3を代表する組合の
構成員の多数によって（double　majorit6二重多数，
majorite　renforc6e増強多数）不動産取得行為や共用部
分の一般的処分行為を決議することができるが，共用部
分が不動産の用途の尊重に必要である場合には，すべて
の区分的共同所有者の全員一致によるのでなければ，共
用部分の譲渡を決議することができない（26条3項）。
第二に，総会は，組合の全構成員の多数によって一定の
区分的共同所有者に対して，その者の自費で，共用部分
または不動産の外観に影響を与える工事で不動産の用途
に合致するものを許可する決議をなすことができる（25
条1項）。第三に，総会は，二重多数によって，不動産
の用途に合致することを条件として，既存の設備要素の
改造，新要素の付加，共同使用にかかわる場所の整備・
創設のような，すべての改良（am6rioration）を共同で
なすことを決めることができる（30条1項）。以上の規
定の中の用途概念はいずれも，主に，多数者に対する少
数者の保護として機能している。
　㈲　構成・性質
　現行法は，上述のように不動産の用途概念を多用して
いるものの，その概念の定義については詳細でなく，わ
ずかに前掲8条2項の中に控え目に示すにとどまってい
る。ただし，現行法の提案理由の中に，その概念の有力
な定義を見出すことができる。すなわち．不動産の用途
というのは，「区分的共同所有者が種々の要素，とくに
契約書の条項，不動産の物理的特徴の総体または位置．
および，それを支配する者の社会的地位などを考慮し
て．区割分（lot）を買受けた〔ときに目指していた〕諸
条件の総体」であるとする正o）。本来，不動産の用途概念
は，一般的・抽象的な基準であるから，これを具体的に
定義づける場合，学説・判例上においても微妙な差異が
ある。しかも，この差異は，概ね，その概念を構成する
種々の要素，すなわち不動産の用途に合致しているか否
かの判断のための材料を何に求めるかの違いによってい
るようである。一般的には，その種々の要素を客観的要
素と主観的要素に分けて，不動産の用途とは，それらの
二つの要素の総体であるという11）。まず，客観的要素と
しては，これは前述の提案理由中の前段部分にほぼ相当
するものであるが，主として，不動産固有の特徴（例え
ぽ，建築の質，外観など），地理的位置（例えぽ，特定
の街区など）区分的共同所有老の社会的地位ないし水準
などあげることができる12）。つぎに，主観的要素として
は，これは前述の提案理由の中心となっている点である
が，区分的共同所有者が区割分を取得したときに有した
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当初の意図ということになる13）。さらに，不動産の用途
概念は可変的性質（caractさre　6volutif）を持つことが指
摘されている。その用途は，区分的共同所有者が取得行
為時に予め決めた使途を単にいうのではなく14），時の経
過，不動産の性質・位置が変ってくる外的条件の変化，
生活上の変化などによって修正されうるものである15）。
　3．　問題点の提起
　（1｝フランスにおける不動産の用途概念をわが国の現
行法の下でも活かす必要があるかどうか。必要だとすれ
ば，どのような法的構成が可能か。わが国の現行区分所
有法は，建替えについては少数者への配慮が一応なされ
ているが，一般的に少数老の保護または個人的権利の保
護については，改正前の法とあまり変っておらず，依然
として手立てが充分になされているとはいえない，住宅
の経年変化にともなう改良変更工事は，今後，増加する
ことが予想され，その際，区分所有者の間で利害の対立
が生じ紛争となるようなことも多くなると思われる。住
宅の適切な改良変更工事には少数者も従わなければなら
ないが，そうでない場合にまで強制されるのは酷であ
る。この場合に，やはり少数者の保護が必要である。フ
ランスにおける不動産の用途概念はわが国の区分所有法
13条に示している，共用部分の使用についての「用方」
に相応すると思われるから，フランスにおける過去の経
験と同様に，この用方概念を一般的に広く適用ないし類
推適用することができると解する。
　②　規約条項が当初は不動産の用途ないし用方に合致
していたが，長年月の後に，その時点で判断して用方に
合致しなくなることが生ずる。このような場合でも区分
所有者等は条項に拘束されるか。規約は，最高法規では
あるが，時々の用途ないし用方に合致していなければな
らず，不合致の場合には，濫用的条項となり，その条項
は無効であると解する。
　（3）集会の決議の内容もこれと同様に解しうる。最後
に，不動産の用途ないし用方概念は，区分所有者から住
宅を借受ける賃借人の保護にも役立つのではないかと思
われる。例えば，住宅の改良変更工事は，賃借人の住環
境ないし条件，および賃借料にも影響してくることがあ
るであろう。普通の水準の工事による結果については，
賃借人も甘受せざるを得ない。しかし，従来の賃借住宅
のもつ一定の水準以上の工事によるしわよせまでも負担
しなければならないものではないであろう。
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